































第 1章 付表 


























































CPI が何を測定する指数であるかについては，①CPI を財・サービス価格指数（Cost of 
Goods Index，以下 COGI）と見なすか，②同一効用水準維持指数としての生計費指数（Cost 
of Living Index，以下 COLI）と見なすか，とするのが一般的である。総務省統計局によれば，
































第 1章「ボスキン・BLS両レポートからみた CPI作成に関わる諸論点」 
ここでは，第 2章以降の議論に先立ち，CPIに関わる諸論点を網羅的に整理している。こ
こで主に取り上げられているのは，ボスキンレポートと BLS レポートという，1996～1997
年に米国で公表された 2 つのレポートである。これは，①両レポートにおいて CPI 作成に
関わる論点が広くカバーされていること，②BLS レポートは従来あまり取り上げられるこ














第 2章「生計費指数の定義と CPIの性格規定」 












































































































0.32～1.50 となった。これは， CPI の上方バイアスを定量的に示したことで注目されたボ
スキンレポートの試算値（1.1ポイント）よりも大きい。また，物価上昇率が低い現在の状
況では，この下方バイアスの相対的な影響が大きく，公表値が 100を下回り，推計値が 100
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を上回るような状況では重大な意味を持つ。試算された下方バイアスは大きく，決して無視
できない。この下方バイアスは，10 大費目レベルで世帯属性別のウエイトを作成して推計
すると拡大する傾向にある。 
試算した「生計費指数」の変化の要因を特定するため，10 大費目と非消費支出について
寄与度分解を行った。非消費支出の寄与度は，勤労者世帯および無職世帯ともに，多くの年
でプラスの値を示した。さらに，非消費支出が実支出に占める割合に対して，寄与度のプラ
スが相対的に大きく，非消費支出の総合指数に対する押し上げ効果が顕著であった。また，
非消費支出のプラス寄与は，比較時点が基準時点から離れるにつれて拡大する傾向にある。 
非消費支出の変化による「生計費指数」の押し上げ効果は，基準時点からの時間経過とと
もに拡大し，かつ近年その拡大が顕著である。したがって，現行の CPIを物価スライド制に
適用し，年金額や賃金額を調整することは不適切である。加えて，現在採用されているマク
ロ経済スライドは，実質的に年金額の給付水準を引き下げるため，「生計費指数」の重要性
は一層高まる。 
 
以上から，CPIの性格と物価スライド制への利用に際して要求される指数の性格は異なり，
また，両者の相違は指数値の相違をもたらすことから，CPIを生計費指数の代理指標として
物価スライド制へ適用することの不適切性が明らかになった。 
